
（平成２３年５月２５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 7 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 6 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 20 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 14 件

年金記録確認広島地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                    

  

広島国民年金 事案 1180 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 52 年４月から同年７月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年  月 日 ： 昭和 25年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 52年４月から同年７月まで 

私の夫が、Ａ事業所を開業するにあたり、Ｂ社会保険事務所(当時)に相談

したところ、厚生年金保険に加入できないことが判明したため、昭和 52 年

４月にＣ市役所Ｄ支所において、夫と私の国民年金加入手続を行い、一緒に

国民年金保険料を納付していたはずであるが、私だけが未加入となっている

のは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の任意加入者としての資格取

得日は昭和 52 年８月２日であり、申立期間は任意未加入期間であることが確

認できる。 

しかしながら、申立人は申立期間当時、申立人の夫のＡ事業所に会計・受付

助手として勤務しており、申立人から提出された昭和 52 年分の所得税源泉徴

収簿を見ると、９か月分の国民年金保険料と同額の金額が社会保険料控除額と

して申告されていることが確認でき、この金額は申立期間を含む昭和 52 年４

月から同年 12月までの国民年金保険料としての控除額であると推認できる。 

また、申立期間は４か月と短期間であり、申立人は、申立期間を除き国民年

金加入期間の国民年金保険料を全て納付している上、申立人の夫も申立期間を

含め国民年金保険料を完納しており、申立人の国民年金保険料の納付意識は高

かったものと考えられる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

広島厚生年金 事案 2028 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格取得日は昭和 43 年３月

11 日、資格喪失日は 44 年３月 11 日であると認められることから、当該期間

に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間に係る標準報酬月額については、２万 6,000 円とすること

が妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： ① 昭和 43年頃から 45年頃まで 

             ② 昭和 46年１月から同年３月頃まで 

私は、昭和 43 年頃から約３年間Ｂ店で、46 年１月頃から約３か月間Ｃ

社で、それぞれ勤務していたにもかかわらず、その期間の厚生年金保険の

加入記録が無いことについて納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人が勤務していたとするＢ店は、申立人が主

張する申立事業所の位置、申立事業所が入居していたと思われる建物の管

理会社職員の回答、及び当時の電話番号簿の記載から、Ｄ店と推認できる

ところ、同社は申立期間①より前の昭和 42 年９月１日に厚生年金保険の適

用事業所でなくなっている。 

しかしながら、同店の事業所別被保険者名簿の「全喪の事由」欄に「事

務取扱簡素化のため」、また、当該名簿の余白にメモ書きで「Ａ社 一本

化」と記載されているのが確認できることから、Ａ社に係る事業所別被保

険者名簿を確認したところ、申立人の生年月日と３年相違するものの、同

姓同名の被保険者記録があり、資格取得日が昭和 43 年３月 11 日、資格喪

失日が 44 年３月 11 日と記載され、オンライン記録により、この記録は基

礎年金番号に未統合となっていることが確認できる。 

また、当該被保険者記録は、申立人と同姓同名であること、誕生日の月

日が申立人と一致していること、Ａ社において被保険者資格が確認できる



                      

  

同僚は、「当時、申立人の姓の一番若い女の子が朝から夕方まで働いてい

た。」としていること、及び同社がＤ店の承継事業所である上、Ｄ店の被

保険者のうち、同店が適用事業所でなくなった日と同日にＡ社で資格取得

している者が複数確認できることから、当該未統合の記録は、申立人の被

保険者記録であると認められる。 

これらを総合的に判断すると、Ａ社は、申立期間①のうち、申立人が昭

和 43 年３月 11 日に被保険者資格を取得し、44 年３月 11 日に喪失した旨

の届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったと認められる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、上記被保険者名簿及び当該

未統合のオンライン記録から、２万 6,000円とすることが妥当である。 

２ 一方、申立期間①のうち、前述の未統合記録がある期間以外については、

雇用保険の加入記録が確認できない上、同僚から申立人に係る勤務の実態

及び給与から厚生年金保険料の控除についての供述が得られない。 

また、Ａ社は昭和 46 年３月 12 日に適用事業所でなくなっており、同社

から当時の申立人の状況について確認できない。 

３ 申立期間②については、申立事業所に勤務していたとする申立人の姉に

は、厚生年金保険の加入記録がある上、同僚照会で回答があった一人及び

申立人の姉は、申立人が申立事業所において勤務していたと回答している

ことから、時期は不明であるが、申立人は申立事業所に勤務していたこと

はうかがえる。 

しかしながら、申立人の申立事業所に係る雇用保険の加入記録は確認で

きない上、申立事業所に係る被保険者名簿には、申立人の名前は無く、申

立期間②において健康保険の整理番号に欠番は無い。 

また、申立事業所は、「当時の賃金台帳や人事記録は残っていないが、

当社が保管している健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認および標

準報酬決定通知書には、申立人の氏名が無く、申立人は在籍していなかっ

たのではないかと考えている。」と回答している上、申立人が申立期間②

において事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていたことをう

かがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

４ このほか、申立人の申立期間①のうち前述の未統合記録がある期間以外

の期間及び申立期間②の厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



                      

  

広島厚生年金 事案 2035 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされ

ているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立

期間の標準賞与額に係る記録を６万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 54年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 19年 12月 25日 

私は、平成 19 年 12 月 25 日に、Ａ社から賞与を支給され、賞与の明細書

で厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、記録が無いことに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の所持する平成 19 年 12 月分の給与（賞与）支給明細書及び申立事業

所が社会保険事務所（当時）に提出した平成 19 年第２回 12 月分賞与の支給控

除項目一覧表により、申立人は、申立期間において支給された賞与から厚生年

金保険料を事業主により控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、事業主が源泉控除していたと認め

られる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内

であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することと

なるが、いずれも同額であることから、６万 6,000 円を標準賞与額とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 23

年１月 17 日に申立てに係る賞与支払届を年金事務所に提出したことが確認で



                      

  

きることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基

づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

広島厚生年金 事案 2036 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、Ａ事業所における申立人の被保険者記録の

うち、申立期間に係る資格喪失日（昭和 37 年１月 17 日）及び資格取得日

（昭和 40 年１月１日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を昭和 37 年１

月から 39 年９月までは２万円、同年 10 月から同年 12 月までは２万 6,000 円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 37年１月 17日から 40年１月１日まで 

私は、昭和 31年秋頃にＡ事業所に入社して、41年５月 29日に退職する

まで、正社員として継続して勤務していたのに、申立期間の厚生年金保険

の記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、オンライン記録では、申立事業所において昭和 33 年 11 月１日

に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、37 年１月 17 日に被保険者資格を喪

失後、40 年１月１日に申立事業所において再度資格を取得しており、37 年１

月から 39年 12月までの申立期間の被保険者記録が無い。 

しかしながら、申立期間に申立事業所で厚生年金保険の被保険者資格を取得

している同僚 13 人全員は、「申立人を知っている。申立人は、申立事業所にお

いてＢ業務の仕事を持ちながら、工場の責任者として勤務していた。」と供述

していることを踏まえると、申立人が申立期間において申立事業所に継続して

勤務したものと推認される。 

また、申立事業所において給与関係を担当していた同僚は、「私が退職する

昭和 37 年８月まで、申立人は正社員として申立事業所に勤務し、給与を支払

っていた。給与が支払われていれば、社会保険料も控除していたと思います。」



                      

  

と供述している。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立期間における同僚の記録か

ら、昭和 37 年１月から 39 年９月までの標準報酬月額を２万円、39 年 10 月か

ら同年 12月までの標準報酬月額を２万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主から申立人に係る被保険者資格の喪失届や取得届が提出されていないにも

かかわらず、社会保険事務所(当時)がこれを記録することは考え難いことから、

事業主が社会保険事務所(当時)の記録どおりの資格の喪失及び取得の届出を

行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 37 年１月から

39 年 12 月までの保険料の納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入

の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保

険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 



                      

  

広島厚生年金 事案 2037 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格の喪失日に係る

記録を昭和 49 年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 14 万 2,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 49年５月 31日から同年６月１日まで 

 私は、昭和 44 年にＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場に入社し、その後もＤの

本社とＣ工場を異動しなから平成 15年３月 31日まで継続して勤務した。 

 しかし、同社本社からＣ工場へ異動した際の昭和 49 年５月 31 日から同年

６月１日までの間が厚生年金保険の加入記録から漏れており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の被保険者記録、申立事業所が保管する社員カード及

び辞令台帳から判断すると、申立人は申立事業所に継続して勤務し（昭和 49

年６月１日にＡ社本社から同社Ｃ工場に異動）、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 49 年４月の社会保険事務

所（当時）の記録から 14万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、厚生年金保険の

記録における資格喪失日が失業保険被保険者転入届受理通知書における転勤

日の翌日である昭和 49 年５月 31 日となっているほか、事業主が資格喪失日を

同年６月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年５月

31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を厚生年金保

険の資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年



                      

  

５月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告

知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料

を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

広島厚生年金 事案 2038 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格取得日に

係る記録を昭和 37 年３月 10 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万円

とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 17年生 

住        所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 37年３月 10日から同年４月１日まで 

 私は、昭和 37 年３月 10 日にＣ社からＡ社Ｂ工場（以下「Ｄ社」とい

う。）に異動したが、厚生年金保険の記録を見ると、申立期間が未加入期間とな

っている。 

申立期間も継続して勤務していたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ｅ健康保険組合の健康保険被保険者記録及びＡ社から

提出された従業員カードにより、申立人が申立事業所に継続して勤務し（昭和

37 年３月 10 日にＣ社からＤ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが確認できる。 

また、昭和 37 年３月の標準報酬月額については、同僚の給与明細書等によ

り、１万円とすることが妥当である。 

一方、厚生年金保険の適用事業所名簿によれば、Ｄ社は、昭和 37 年４月１

日に厚生年金保険の適用事業所となっていることが確認できることから、申

立期間は適用事業所ではないが、37 年４月１日付けで同事業所において資格

取得した被保険者 67 人のうち、申立人と同様にＣ社から異動した者が 27 人

確認できること、複数の同僚が、「Ｃ社で昭和 37 年３月 10 日まで仕事をし、

申立人とともに夜行列車で移動した翌日からＤ社で勤務した。」と供述している

こと、及び同僚から提出された「社史１」（Ａ社史編集委員会編）において、



                      

  

37 年２月にＤ社の人事編成が発令され、各工場から選抜された転勤者として

18 人の名前が記載されている上、同年３月 12 日に転勤者の第二陣が到着し

た旨の記載があることから、申立期間は厚生年金保険法に定める適用事業所

の要件を満たしていたものと考えられる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、申立期間は厚生

年金保険の適用事業所となっていないことから、社会保険事務所（当時）は、

申立人に係る申立期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主

は申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

広島厚生年金 事案 2039 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格取得日に

係る記録を昭和 37 年３月 10 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万

4,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 14年生 

住        所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

 申 立  期 間 ： 昭和 37年３月 10日から同年４月１日まで 

 私は、昭和 37 年３月 10 日にＣ社からＡ社Ｂ工場（以下「Ｄ社」とい

う。）に異動したが、厚生年金保険の記録を見ると、申立期間が未加入期間とな

っている。 

申立期間も継続して勤務していたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ｅ健康保険組合の健康保険被保険者記録及びＡ社か

ら提出された従業員カードにより、申立人が申立事業所に継続して勤務し

（昭和 37 年３月 10 日にＣ社からＤ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが確認できる。 

また、昭和 37 年３月の標準報酬月額については、同僚の給与明細書等によ

り、１万 4,000円とすることが妥当である。 

一方、厚生年金保険の適用事業所名簿によれば、Ｄ社は、昭和 37 年４月１

日に厚生年金保険の適用事業所となっていることが確認できることから、申

立期間は適用事業所ではないが、37 年４月１日付けで同事業所において資格

取得した被保険者 67 人のうち、申立人と同様にＣ社から異動した者が 27 人

確認できること、複数の同僚が、「Ｃ社で昭和 37 年３月 10 日まで仕事をし、

申立人とともに夜行列車で移動した翌日からＤ社で勤務した。」と供述している

こと、及び同僚から提出された「社史１」（Ａ社史編集委員会編）において、



                      

  

37 年２月にＤ社の人事編成が発令され、各工場から選抜された転勤者として

18 人の名前が記載されている上、同年３月 12 日に転勤者の第二陣が到着し

た旨の記載があることから、申立期間は厚生年金保険法に定める適用事業所

の要件を満たしていたものと考えられる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、申立期間は厚

生年金保険の適用事業所となっていないことから、社会保険事務所（当時）

は、申立人に係る申立期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                    

  

広島国民年金 事案 1176 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 60 年３月から 61 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 38 年生 

住        所 ：  

          

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 60 年３月から 61 年２月まで 

私は、Ａ社を退職後、昭和 60 年４月頃Ｂ市Ｃ出張所で健康保険及び厚

生年金保険から国民健康保険及び国民年金への切替手続を行った。その後、

国民健康保険及び国民年金の納付書が郵送されたので銀行等で納付したの

に、申立期間が未加入期間となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 60 年３月 31 日を資格取得日とす

る記号番号（*）が、同年４月２日に払い出されたことがＢ市の国民年金被

保険者名簿により確認できるものの、同記号番号は同日に取り消されており、

このことは、申立人が所持する年金手帳でも、同記号番号に係る記載が全て

二重線で抹消されていることと符合していることから、申立期間は未加入期

間であり、制度上、保険料を納付することはできない。 

また、申立人には、平成２年２月頃に国民年金手帳記号番号（*）が払い

出されたことが国民年金被保険者名簿により確認できるところ、申立人は申

立期間及び当該記号番号の払出時点を通じて、Ｂ市内に居住し住所を変更し

ていないことを踏まえると、前述の申立人の記号番号が取り消されため、新

たな記号番号が払い出されたものと考えるのが自然である。 

さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料について毎月納付していた

と主張しているが、納付場所及び納付金額については、「出かけた都度、い

ろいろな金融機関で納付していた。納付金額は覚えていない。」としており、

具体的な保険料の納付状況等は不明である。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた



                    

  

ことをうかがわせる関連資料も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                    

  

広島国民年金 事案 1177 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成４年４月から同年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 43 年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 平成４年４月から同年９月まで 

私は、Ａ社を平成４年４月に退職した際、外国へ留学を考えていたため、

当時、Ｂ社に勤務していた母親の扶養に入った。平成４年４月頃、母親が

Ｃ市Ｄ区役所で私の国民年金の加入手続を行い、保険料を納付してくれて

いたはずである。 

申立期間当時、年金手帳の交付は受けていないが、母親の扶養に入って

いたのは間違いないので、未加入とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時は、平成９年１月から施行された基礎年金番号制度導入前

であるため、申立期間の国民年金保険料を納付するためには、申立人が平

成元年４月１日に就職した際に交付された厚生年金保険被保険者記号番号

のほかに国民年金手帳記号番号の払出しが必要であるところ、オンライン

記録による氏名検索によっても、申立人に係る同記号番号の払出しは確認

できないことから、申立期間は未加入期間であり、制度上、保険料を納付

することができない。 

また、申立人は国民年金の加入手続及び保険料納付に直接関与していな

い上、申立人の国民年金の加入手続等を行ったとする申立人の母親は、

「申立期間当時、申立人の手続の関係で何度かＤ区役所に出向いたが、何

の手続をし、何の支払いをしたのかは定かではない。しかし、何度か区役

所に出向いているので、娘の国民年金の手続をし、保険料を納付している

のではないかと思う。何のお金かは覚えていないが、多額の金額を支払う

よう通知が来たため区役所に行き、再計算してもらい、２か月ごとに支払

いをしていた。」と主張するのみで、国民年金の加入手続及び保険料の納



                    

  

付状況等は不明である。 

さらに、申立人は、平成４年４月 16 日にＡ社を退職していることから、

申立期間当時、申立人は市県民税を納税する必要があったと考えられると

ころ、市県民税の納税通知書が送付されるのは毎年６月であること、及び

納税方法は２か月ごとであったことを踏まえると、申立人の母親が記憶す

るＤ区役所からの通知及び納付は、平成４年度分の市県民税であった可能

性がうかがわれる。 

加えて、申立人の母親が申立人の申立期間に係る保険料を納付していた

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人の母

親が申立人の申立期間に係る保険料を納付していたことをうかがわせる事

情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



                    

  

広島国民年金 事案 1178 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 15 年８月から同年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 52 年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 平成 15 年８月から同年 10 月まで 

私は、平成 16 年３月頃に国民年金第３号被保険者資格該当通知書が届

いたことから、同年３月 31 日にＡ社会保険事務所（当時）に申立期間の

加入手続及び保険料の納付について問い合わせを行い、送付されてきた勧

奨状により国民年金の加入手続を行うとともに、送付されてきた納付用紙

により保険料を納付したと思う。 

なお、私は、申立期間の国民年金保険料を納付した領収書又は振込票を

手元に所持していたので、いつまで保管する必要があるのかを確認するた

め、平成 17 年９月 21 日にＢ社会保険事務所（当時）の国民年金業務課に

問い合わせをしたところ、「学生の免除期間はあるが、未納期間は無

い。」との回答をもらったので、安心して領収書を捨てたことを覚えてい

る。 

私は、当時の社会保険事務所とのやり取りを全てメモしており、申立期

間の保険料を納付しているので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、自身が所持する平成 16 年３月 15 日付けの国民年金第３号被保

険者資格該当通知書にメモ書きされた同年３月 31 日のＡ社会保険事務所の

説明内容などから、申立期間の国民年金適用勧奨状が申立人に送付され、当

該勧奨状に記入、返送した後、社会保険事務所から送付された納付用紙によ

って保険料を納付したと申し立てている。 

しかしながら、申立期間は未加入期間であり、制度上、国民年金保険料を

納付することはできない上、オンライン記録によれば、申立人に送付された

勧奨状は申立人が未提出のままで所持しているＣ社会保険事務所（当時）発



                    

  

行の平成 15 年 10 月 28 日付け「第１号・第３号被保険者取得勧奨（初回勧

奨）」のみであり、16 年３月以降に勧奨状が申立人に送付された記録は確

認できない。 

また、申立人は申立期間直前に勤務していた事業所を退職後、同事業所が

加入する健康保険組合の任意継続被保険者であったことが確認できるところ、

同組合では申立人の健康保険料の納付方法について、平成 15 年８月及び同

年９月は納付書で納付していたとしていることから、17 年９月 21 日に申立

人がＢ社会保険事務所に問い合わせをした後に捨てたとされる領収書又は振

込票は、当該任意継続健康保険料のものであった可能性がうかがえる。 

さらに、申立人は、保険料の納付場所及び納付金額を記憶していない上、

申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）は無く、ほかに申立人が申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



                    

  

広島国民年金 事案 1179 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50 年４月から 51 年３月までの国民年金保険料については、

還付されていないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 50 年４月から 51 年３月まで 

私は、昭和 50 年４月から 51 年３月までの国民年金保険料を 53 年６月

２日にＡ銀行Ｂ支店（現在は、Ｃ銀行同支店）で納付した際の領収書を

保管しているが、年金事務所に照会したところ、当該期間の保険料は還

付していると回答された。 

しかし、私には還付された記憶は無く、還付を行った証拠となる領収

書や振り込まれた銀行口座等を示されなければ納得ができないので、調

査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、所持する申立期間の納付書・領収証書を根拠に、申立期間の

国民年金保険料は間違いなく納付している上、還付を受けた記憶は無いと

している。  

しかしながら、申立人が所持する申立期間の納付書・領収証書には、

「自昭和 50 年４月分、至昭和 51 年３月分、１ケ年間」、「13,200 円」と

記載され、「53.６.２」の日付のＡ銀行Ｂ支店の領収印が押されているこ

とから、申立期間の国民年金保険料が昭和 53 年６月２日に納付されたこと

が確認できるところ、当該納付時点では、申立期間の保険料は本来時効に

より納付することはできないものであったことが確認できる。 

また、申立人に係る国民年金被保険者台帳の摘要欄には、「50.４～51.

３、￥13,200、（53.６.２）」及び「還付 50.４～51.３、￥13,200、（53.

６.30）」と具体的に記載されているところ、当該記載内容は上記納付書・

領収証書の保険料額及び納付年月日と一致していることから、社会保険事

務所（当時）では申立期間に係る保険料が時効到来後に銀行で納付された



                    

  

ことを確認したため、昭和 53 年６月 30 日に還付決定したものと考えられ、

当該還付処理及び記載内容に不自然な点は見当たらない。 

このほか、申立期間に係る国民年金保険料の還付を疑わせる事情も見当

たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を還付されていないものと

認めることはできない。 



                    

  

広島国民年金 事案 1181 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年１月から 62 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： ① 昭和 59年１月から 61年３月まで 

             ② 昭和 61年４月から 62年３月まで 

私は、大学を卒業後、専門学校在学中の昭和 61 年 11 月以降に国民年金

保険料を遡って納付するように案内が来たので、Ａ区役所に自分自身で一

括納入をしに行き、その時に専門学校在学中の保険料も一緒に納付した記

憶がある。 

専門学校生時代の昭和 61 年 11 月以降は既に結婚しており、妻も当時の

ことを記憶しているので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   国民年金手帳記号番号払出簿等によると、申立人の国民年金手帳記号番号の

払出しは、前後の任意加入者や申立人の第３号被保険者資格取得の処理日等か

ら、昭和 62 年８月から同年９月頃に払い出されたと推測されるが、申立期間

①当時、別番号が払い出されていた形跡は確認できないことから、申立期間①

は未加入期間となり、制度上、保険料を納付することはできない。 

また、申立期間①当時は、申立人は学生であり、任意加入期間であったこと

から、国民年金手帳記号番号の払出し時点では、遡って被保険者資格は取得で

きず、保険料を納付することはできない。 

さらに、申立期間②については、過年度納付となり、区役所の窓口で現年度

納付と一緒に納付することはできないが、申立人は、区役所で国民年金保険料

を一括で納付したと主張するのみで、具体的な納付方法が明確ではなく、当時

の状況が不明である。 

加えて、申立人は 20 数万円を一括納付したと主張しているが、申立期間②

にかかる保険料額は現年度分と合わせても 12万 9,600円であり、大きく相違

している。 



                    

  

このほか、申立期間①及び②の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



                    

  

広島国民年金 事案 1182 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年４月から同年 11 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成元年４月から同年 11月まで 

私は、Ａ市に転入した際、区役所で国民年金と国民健康保険はセットで

加入しないといけないと言われたので国民年金の加入手続を行った。 

申立期間の保険料については、亡くなった妻が納付していたので詳細は

不明だが、払っていたことは確かなので、未納とされていることに納得が

いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ市における申立人の国民年金被保険者名簿では、検認記録欄に記載され

ている納付記録は、オンライン記録と一致している。 

また、申立期間前の昭和 62年３月分の保険料について、申立人及びその妻 

は、63 年４月４日に過年度納付しており、同年４月から平成元年３月までの

期間の保険料について、申立人は期限内に納付をしている一方、申立期間後の

厚生年金保険資格喪失後の平成２年７月及び同年８月の保険料について、申立

人及びその妻も未納であり、申立人の未加入期間である同年 11 月、平成５年

10 月及び同年 11 月の保険料について、申立人の妻は未納であることが確認で

きることから、申立人の保険料は、妻の保険料と一緒に納付されていたことが

推認されるところ、申立期間におけるその妻の保険料については、未納の記録

となっている。 

さらに、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料納付に直接関与しておら

ず、申立期間当時の生活状況等についての記憶も明確ではない上、申立人の加

入手続及び保険料納付を行ったとする申立人の妻は既に亡くなっており、当時

の具体的な状況は不明である。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）も無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



                    

  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



広島厚生年金 事案 2026 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ：  

  生 年  月 日 ： 昭和５年生 

  住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立  期 間 ： 平成５年２月 22日から６年 12月１日まで 

  私は、Ａ社を平成５年２月に退職後、Ｂ社に同年２月 22 日に入社し、

21年５月まで勤務したが、ねんきん特別便では、５年２月から６年 11月

までの厚生年金保険の加入記録が無く、６年 12月１日から７年３月＊日

までの加入記録となっている。 

私が保管しているＢ社での申立期間に係る給与明細書には、雇用保険、

社会保険控除計、税金の欄には控除額の記載があるが、厚生年金保険の

欄は空白になっている。 

  申立期間について厚生年金保険料を控除せず、厚生年金保険の加入記

録が３か月だけになっている理由が分からず、申立期間の厚生年金保険

の加入記録が無いことに納得できないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立人の申立事業所における雇用保険の加入記録並びに申立人から提出

された申立事業所の平成５年２月から７年 12月までの給与明細書及び平成

５年分から７年分までの給与所得の源泉徴収票により、申立人が申立期間

に申立事業所に勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、上記資料のうち、平成５年２月から７年１月までの給与

明細書によれば、健康保険及び雇用保険の欄には金額の記載があるが、厚

生年金保険料の欄に金額の記載は無く、申立期間において厚生年金保険料

が控除されていないことが確認できる。 

また、上記資料のうち、平成５年分及び６年分の源泉徴収票に記載され



ている社会保険料等の金額は、当時の健康保険料及び厚生年金保険料の合

計額とは大きく異なっているところ、申立人が申立事業所の前に勤務して

いたＡ社から提出された申立人に係る平成４年度第１期から第３期までの

国民健康保険料領収証書により試算した年額を平成５年度の国民健康保険

料額とし、平成５年の給与明細書に記載されている社会保険料額（雇用保

険料額）と合計した額は、平成５年分の源泉徴収票に記載された社会保険

料額とほぼ一致していることから、申立人から提出された源泉徴収票に記

載されている社会保険料額は、国民健康保険料と雇用保険料の合計額と推

測される。 

さらに、上記資料のうち、平成７年２月及び同年３月の給与明細書の厚

生年金保険料控除額の欄には、それぞれ２か月分（４万 6,200 円）及び１

か月分（２万 3,100 円）の厚生年金保険料額が記載されており、当該保険

料控除額及び被保険者期間はオンライン記録と一致していることが確認で

きる。 

加えて、オンライン記録により、申立事業所の新規適用年月日は平成５

年４月１日であり、申立期間のうち一部の期間について、適用事業所でな

かったことが確認できる。 

このほか、申立人が申立期間において厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間の厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



広島厚生年金 事案 2027 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 大正 10年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 24年７月 12日から 28年５月１日まで 

私の夫は昭和 24 年７月 12 日から 28 年４月 30 日までの間、厚生年金

保険の記録が無いが、Ａ市内に仕事に行っていたのでどこかの事業所に

勤務していたと思われる。 

夫が死亡しているためよく分からないが、Ａ市内のＢ社関係の事業所

と思うので、調査し、記録を訂正してほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、オンライン記録により、Ｂ社Ｃ事業所において昭和 21年６月

５日から 23 年５月 13 日まで厚生年金保険の被保険者であったことが確認

できるものの、申立人の子は、「申立人は、申立期間当時、Ａ市内のＢ社関

係に仕事にいっていたと思うが、当時の同僚、友人及び兄弟もほとんどが

亡くなっている。」としており、具体的な状況は明らかではない。 

また、申立人が申立期間の前後において、Ｂ社Ｃ事業所、Ｄ社Ｅ事業所

及びＦ社で厚生年金保険の被保険者資格を取得していることから、オンラ

イン記録により、当該３事業所において厚生年金保険の被保険者資格を取

得したことが確認できる者 125人の中から、住所が判明した 10人に照会し

た結果、８人から回答があったものの、申立期間における申立人の勤務実

態を確認することはできなかった。 

さらに、Ｂ社は、「当社が保管する健康保険被保険者資格取得届によれば、



申立人の在籍期間は、昭和 21年６月５日から 23年５月 25日までとなって

いる。また、申立期間について、申立人が在籍していたことを確認できる

資料は残っていない。」としている上、Ｆ社の元役員は「申立人が勤務して

いたことは覚えているが、当時、自分はまだ子供であり、申立期間に勤務

していたかどうかは不明である。」としている。 

加えて、Ｄ社Ｅ事業所は、平成４年 10 月 16 日に厚生年金保険の適用事

業所ではなくなっており、当時の状況を確認することはできない。 

このほか、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年金

保険料を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



広島厚生年金 事案 2029 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 大正 15年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 18年２月 27日から 19年２月 27日まで 

私は、昭和 18年２月から 19年８月まで徴用でＡ社Ｂ事業所（現在は、Ｃ

社）で働いていた。19 年８月の終わり頃にはＤ市で船員になっていたので、

20年８月には同社にはいなかった。 

しかし、オンライン記録の厚生年金保険の加入期間は、昭和 19年２月 27

日から 20年８月 25日までと１年間ずれており、申立期間の記録が無く納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 18年２月にＡ社Ｂ事業所に入社したと主張しているところ、

申立人が同僚として名前を挙げた者は申立人の入社時期について、「具体的な

期間は覚えていないが、申立人は、自分より後に入社した。」と回答しており、

同人の被保険者資格取得日は、昭和 18 年４月１日であることから、申立人が

同年２月から勤務していたとする主張と符合しない。 

また、Ｃ社は、「当社が保管する申立事業所に係る工手名簿には、申立人に

ついて、「雇入昭和 19年２月 27日」、「解雇昭和 20年９月 20日」と記載され

ていることから、申立期間のうち、昭和 18年２月 27日から 19年 2月 26日ま

では、申立人の在籍記録は無く、当該期間に係る資格取得、資格喪失及び報酬

月額に関する届出は行っておらず、また、厚生年金保険料に係る給与からの控

除及び社会保険事務所（当時）への納付もしていない。」と回答している。 

さらに、上記工手名簿に記載されている雇入日及び解雇日は申立人のオンラ

イン記録とおおむね一致している上、当該名簿に「昭和 18年５月から同年 10

月まではＥ社（適用事業所として見当たらない。）に就業、同年 10 月から 12

月までは農事手伝」と申立人の昭和 19 年２月の雇入前の履歴が記載されてい

ることから、申立期間（12 か月）のうち、少なくとも 18 年５月から同年 12

月まで（７か月）は申立事業所に勤務していなかったと推認できる。 

加えて、申立人の申立事業所に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）及



び健康保険厚生年金保険被保険者名簿の被保険者記録は、オンライン記録と一

致しており、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿の資格取

得日も、当該被保険者台帳及びオンライン記録と同じ昭和 19年２月 27日と記

録されている。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



広島厚生年金 事案 2030 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 大正 15年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 昭和 19年８月 30日から 20年 10月まで 

         ② 昭和 20年 10月から 21年２月まで 

         ③ 昭和 21年２月から同年４月１日まで 

         ④ 昭和 21年 10月１日から 22年２月まで 

私は、Ａ社Ｂ事業所（現在は、Ｃ社）を退職した後の昭和 19 年８月の終

わり頃にＤ社に入社し、同年９月上旬にＥ港でＦ丸に乗船し、南方へ出港し

た。途中で兵隊を降ろし、Ｇ港で物資の補給を行い、同年９月中旬にＨ島北

部の港に停泊中、Ｆ丸は、米軍の空爆に遭い火災を起こし、航行不能になっ

たが、私は、他船に救助された。 

その後、怪我や病気などでＩ陸軍病院、Ｊの海軍病院、Ｇ陸軍病院及びＫ

陸軍病院に入院し治療を受け、昭和 20年５月頃、Ｌ港に帰国した。 

しかし、年金の加入記録を見ると当該期間は、Ａ社Ｂ事業所で厚生年金保

険の被保険者期間となっている。 

申立期間②について、昭和 20年 10月にＭ社所有のＮ丸に乗船するため、

Ｏ県Ｐ市のドックで待機していた。その後、21 年２月にＲ港まで同船舶を

運航し、Ｍ社に同船を引き渡した。 

申立期間③及び④について、昭和 21 年２月にＳ県のドッグでＴ丸に乗船

し、22年２月頃まで勤務していた。 

しかし、申立期間①から④までの間Ｄ社に勤務したが、当該事業所に係る

船員保険の被保険者記録が無く、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立事業所の船員保険被保険者名簿を見ると、資格取得日及び資格喪失日

欄は空白となっているものの、申立人の名前が確認できること、及び申立人

の申立内容から、期間は不明であるが、申立人が申立事業所の所有する船舶

に船員保険の被保険者として乗船していたことはうかがわれる。 

また、申立期間①について、申立人は、「昭和 19年８月の終わり頃に申立



事業所に入社し、同年９月上旬にＥ港でＦ丸に乗船し南方に向けて出港し、

同年９月中旬にＨ島近海にて空爆に遭い、その後、怪我や病気等で陸軍及び

海軍病院に入院していた。」と主張しているところ、Ｕ省が保管しているＦ

丸乗組員名簿を見ると、申立人は甲板見習として、Ｆ丸に乗船していること

が確認でき、Ｖ宛の報告書を見ると、申立人が昭和19年９月22日に負傷し、

現地で入院していたことが確認できることから、申立人の主張に誤りは無く、

同年９月 22 日まで申立事業所が所有するＦ丸に乗船していたことが確認で

きる。 

  しかしながら、Ｆ丸に係る船員保険被保険者名簿を見ると、申立人が名前

を挙げた船長及び同僚の名前は確認できるが、申立人の名前は確認できない

ことから、申立事業所は申立人を船員保険の被保険者として取り扱っていな

かったものと考えるのが自然である。 

また、当該名簿の最後の被保険者の資格取得日は昭和 19年９月 12日と記

載されていることから、申立事業所がその日以前から乗船していた申立人の

船員保険の資格取得の届出を忘れていたとは考え難い。 

さらに、Ｃ社が保管している工手名簿を見ると、申立人は昭和 19 年２月

27日に雇入れられ、20年９月 20日に解雇されていることが確認できる上、

オンライン記録により 19年２月 27日から 20年８月 25日まで、同社に係る

厚生年金保険の加入記録が確認できる。 

加えて、申立期間にＦ丸に係る被保険者名簿に記載されている同僚（申立

人が名前を挙げた同僚を含む。）の氏名検索を行ったが、基礎年金番号が不

明のため同僚調査を行うことができない。 

２ 申立期間②について、申立人は、Ｍ社が所有するＮ丸に船員保険被保険者

として乗船していたとしており、同僚として二人名前を挙げているところ、

一人は生年月日が不明であるため本人を特定することができず、他の一人は

姓のみのため、申立期間における船員保険の被保険者記録を確認することが

できない。 

  また、申立人は、上記の二人以外にＮ丸に乗船していた者の名前を覚えて

おらず、Ｍ社及び申立事業所に係る被保険者名簿においてもＮ丸に乗船して

いた者を特定できないため、同僚調査を行うことができない。 

３ 申立期間③及び④について、申立人がＴ丸に乗船していたとしている期間

において、当該船舶に乗船していた二人に文書照会を行ったが、二人とも申

立人を知らないと回答している。 

また、申立事業所に係る被保険者名簿を見ると、申立人が名前を挙げた同

僚も申立人と同じように資格取得日及び資格喪失日欄が空白になっており、

被保険者記録を確認することができず、該当する被保険者記録は見当たらな

い。 

  さらに、申立人は上記同僚以外の名前を覚えておらず、申立事業所に係る

被保険者名簿には乗船していた船舶名の記載がない上、被保険者も多数いる

ことから、Ｔ丸に乗船していた者を特定できず、同僚調査を行うことができ

ない。 



４ このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から船員保険料を

控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が船員保険被保険者として、申立期間に係る船員保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 



広島厚生年金 事案 2031 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 34年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 57年６月頃から平成６年 10月１日まで 

    私は、昭和 57 年６月頃にＡ社にＢ業務員として入社し、平成６年９月末

まで勤務した。 

しかし、私の同社に係る厚生年金保険の加入記録は無く、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所において厚生年金保険の加入記録がある同僚９人に照会した結

果、３人から回答があり、そのうち１人は、「在籍期間は不明だが、申立人は

同事業所でＢ業務員として勤務していた。」と回答していることから、申立人

が同事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立人の申立期間における雇用保険の加入記録は無く、申立

事業所は既に解散しているため、申立人の同事業所における勤務状況等を確認

することはできず、前述の同僚調査によっても申立人の同事業所における勤務

期間を特定することはできない。 

また、申立人は、申立事業所の従業員数を50人から60人としているところ、

申立期間における同事業所の厚生年金保険の被保険者数は26人から35人であ

り、従業員数と被保険者数が一致していない上、申立人が同事業所で同じＢ業

務員の同僚として名前を挙げている者も同事業所に係る被保険者の中に見当

たらないことなどから同事業所の従業員の中には厚生年金保険に加入してい

ない者がいたことがうかがえるが、このことについて、同事業所の元事業主は、

「申立期間当時の資料は既に廃棄済みであるが、勤務していたＢ業務員の中に

は本人の希望で厚生年金保険に加入させていない者がいた。」としている。 

さらに、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の健康保険番

号に欠番は無い。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



広島厚生年金 事案 2032 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和９年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ：  昭和 41年３月頃から 43年６月１日まで 

私の夫は、昭和 41 年３月頃にＡ社Ｂ支社に入社し、43 年８月 31 日まで

勤務した。 

しかし、厚生年金保険の被保険者記録では、同社における資格取得年月日

は昭和 43 年６月１日となっており、申立期間が未加入となっていることに

納得できない。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて 

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所における同僚 16人に文書照会したところ、10人から回答があり、

申立事業所において昭和 41年２月１日から 43年１月 23日までの厚生年金保

険被保険者期間がある同僚が申立人を知っているとしていること、及び申立人

に係る雇用保険の被保険者記録により、申立人が申立期間のうち、41 年９月

１日から 43年５月 31日まで申立事業所に勤務していたことが確認できる。 

しかしながら、上記の回答があった 10人の申立人の入社時期に係る回答は、

「覚えていない」とした者が５人、「41年頃」とした者が１人、「41年１月頃」

とした者が２人、「41 年３月頃」とした者が２人と区々となっているため、申

立人の入社時期を特定することができない。 

また、上記同僚のうち２人は、申立事業所における厚生年金保険の加入状況

について、「申立事業所では、入社して一定期間経過後に厚生年金保険に加入

させていたので、入社年月日とオンライン記録が相違している。」としている

ことから、申立事業所では、従業員を雇用後すぐに厚生年金保険に加入させて

いなかったことが推認できる。 

さらに、申立事業所は既に解散しており、申立期間当時の事業主も亡くなっ

ていることから、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを裏付ける関連資料及び供述を得ることはできない。 



加えて、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿における申立

人の被保険者記録はオンライン記録と一致しており、申立期間において、同名

簿の健康保険の番号に欠番は無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 



広島厚生年金 事案 2033 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和７年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 26年４月 24日から 27年５月６日まで 

私が所持する船員手帳に、昭和 26年４月 24 日から 27年５月６日までＡ

事業所所有のＢ丸に乗船し、船員として勤務したことが記載されているが、

年金の加入記録が全く無いのはおかしいので、年金の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する船員手帳により、申立人が申立期間に申立事業所で勤務し

ていたことは確認できる。 

しかしながら、事業所記号索引簿において、申立事業所の申立期間に係る船

員保険の適用事業所としての記録は見当たらず、申立人に係る船員保険被保険

者台帳（旧台帳）も見当たらない。 

また、申立人が記憶している同僚２人と同姓同名の者に係る船員保険被保険

者台帳には、申立期間当時の船員保険の加入記録は確認できない。 

さらに、Ｃ省共済組合Ｄ支部は、申立人は、昭和 26年４月 24日に雇員とし

て採用され、27 年５月＊日にＥ事業所に入所するまで、国家公務員として採

用された職員として勤務しており、当該勤務期間において、申立人は、共済組

合の組合員（船員組合員）として扱われていたと回答していることから、申立

人は、申立期間当時、共済組合員であり、船員保険の被保険者ではなかったこ

とが確認できる。 

なお、上記回答によると、申立人は、申立期間当時の共済組合加入期間につ

いて、昭和 27年 12月＊日付けのＥ事業所部長が証明する履歴書を添付の上、

退職一時金を請求していることが確認できる。 

このほか、申立人が申立期間に係る船員保険料を事業主により給与から控除

されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が船員保険被保険者として申立期間に係る船員保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 



広島厚生年金 事案 2034 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び②については、船員保険被保険者として船員保険

料を、また、申立期間③及び④については、厚生年金保険被保険者として厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 27年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 昭和 43年９月から 44年１月 26日まで 

         ② 昭和 45年１月 21日から同年９月まで 

         ③ 昭和 48年 10月から 50年２月まで 

         ④ 昭和 51年４月から同年９月まで 

私は、昭和 43年９月から 45年９月まで、Ａ社に勤務し、はじめはＢ丸、

次にＣ丸に乗船していた。 

最低２年以上は乗船していたのに、申立期間①及び②に係る船員保険の加

入記録が無く、納得がいかない。 

申立期間③について、昭和 48年 10月から 50年２月までＤ社に勤務して

いた。また、申立期間④について、51 年４月から同年９月までＥ社に勤務

していた。 

しかし、申立期間③及び④に係る厚生年金保険の記録が無く、納得がいか

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①及び②について、Ａ社に係る船員保険の加入記録がある同僚

10人に照会したところ８人から回答があり、そのうち４人が、「申立人を知

っている。」と回答しているものの、当該同僚の証言からは在籍期間を特定

することができない上、申立人は船員手帳を所持していないことから同社で

の乗船及び下船時期については不明であり、申立期間①及び②に係る勤務実

態等を確認することができない。 

また、複数の同僚が、「申立事業所はきちんとした会社で、入社するとす

ぐに船員保険に加入させていた。」と回答し、回答のあった８人全員が、「申

立事業所での在籍期間と船員保険の加入期間が一致している。」としている

ところ、Ａ社に係る船員保険被保険者名簿を見ると、申立人は、昭和 44 年

１月 26 日に資格取得し、45 年１月 21 日に資格喪失しており、オンライン



記録と一致していることが確認できる。 

さらに、申立人は、申立期間①及び②に係る給与明細書等の資料を所持し

ておらず、当該期間に係る船員保険料の控除の有無について確認できない。 

  ２ 申立期間③について、同僚調査の結果、回答のあった３人全員が申立人を

知っていると回答しており、申立人がＤ社に在籍していたことは推認できる。 

    しかしながら、申立期間③のうち、昭和 49年９月６日から 50年２月１日

までは、Ｄ社とは別の事業所（Ｆ社）の雇用保険の被保険者記録が確認でき

る。 

    また、申立人は、申立期間③にＤ社に勤務していた際には、Ｇ県Ｈ市Ｉ町

に住んでいたと説明しているところ、戸籍の附票を見ると、昭和 48 年９月

20 日から 49 年３月 31 日まではＪ市Ｋ町、同年４月１日から 51 年５月 10

日まではＬ市Ｍ町に住所を定めていることが確認でき、申立人の主張と相違

する上、申立期間③に係る勤務の実態が確認できない。 

    さらに、Ｄ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において申立人の

申立期間③に係る原票は無く、健康保険番号に欠番は無い。 

    加えて、申立人は、給与明細書等の資料を所持しておらず、申立期間③に

係る厚生年金保険料の控除の有無について確認できない。 

  ３ 申立期間④について、同僚調査の結果、回答のあった４人のうち１人が申

立人を知っており、当該同僚は、「申立人は、昭和 51年頃にＮ業務をしてい

たと思う。」と回答していることから、申立人は、Ｅ社に在籍していたこと

はうかがえる。 

  しかしながら、申立期間④のうち、昭和 51 年４月 30 日から同年５月 15

日までは、Ｅ社とは別の事業所（Ｆ社）に係る雇用保険の被保険者記録が確

認できる。 

また、前記回答のあった同僚のうち２人は、「厚生年金保険の加入手続

と同時に雇用保険の加入手続も行っていた。」と回答しているところ、申立

人の申立事業所に係る雇用保険の加入記録は確認できないことから、申立人

は厚生年金保険には加入していなかったことがうかがえる。 

さらに、回答のあった同僚４人のうち３人が、「申立事業所では、入社し

てすぐには厚生年金保険に加入させていなかったと思う。入社後一定の期間

を経て加入させていた。」と回答しており、また、「Ｎ業務員で厚生年金保

険に加入していない人がいた。」と回答している同僚もいることから、申立

事業所では、従業員全員について入社してすぐに厚生年金保険に加入させる

取扱いをしていなかったことがうかがえる。 

加えて、Ｅ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を見ても申立人の

原票は無く、申立期間④に係る健康保険番号に欠番は無い。 

  ４ このほか、申立人が申立期間①及び②に係る船員保険料を、また、申立期

間③及び④に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が船員保険被保険者として申立期間①及び②に係る船員保険料を、また、



厚生年金保険被保険者として申立期間③及び④に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

広島厚生年金 事案 2040 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

               

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 29年頃から 30年頃までの約１年間 

    私は、昭和 28年 10月に前事業所を退職後、経理の資格を取るため６か月

間職業訓練校に通った。その後、昭和 29年頃から 30年頃までＡ社に経理担

当者として約１年間勤務したにもかかわらず、厚生年金保険の記録が無いこ

とに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記憶する同僚の申立事業所での厚生年金保険の加入記録等から、勤

務期間の特定はできないものの、申立人が、申立事業所に勤務していたことが

推認できる。 

しかしながら、申立期間当時、申立事業所に勤務していた社員に照会したと

ころ、回答のあった２人は申立人のことを覚えておらず、申立事業所は既に解

散し、当時の事業主は死亡している上、Ｂ社（申立事業所の承継事業所）は、

「申立期間当時の資料が残っておらず、申立人の勤務実態等については不明で

ある。」と回答していることから、申立人の申立期間における勤務実態及び厚

生年金保険の適用状況等を確認することができない。 

また、申立事業所は、昭和 29 年７月１日に厚生年金保険の適用事業所とな

っており、申立期間のうち同日までの期間は適用事業所でなかったことが確認

できる上、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立期間に

おける健康保険証の整理番号に欠番は無く、申立人の名前も見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間における厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたとする事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、ほかに申

立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

広島厚生年金 事案 2041 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 24年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 45年９月１日から 48年１月８日まで 

私が、Ａ社で勤務していた昭和 45年９月１日から 46年４月 11日までの

期間とＢ社で勤務していた昭和 46年４月 21日から 48年１月８日までの期

間を合わせて脱退手当金を受給したことになっているが、受給した記憶は

無いので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金の支給

を意味する「脱」の表示が記されている上、申立期間の脱退手当金は、支給

額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日

から約２月後の昭和 48 年３月 22 日に支給決定されているなど、一連の事務

処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立期間の前に脱退手当金が未請求となっている別の２事業所の厚

生年金保険被保険者期間があるが、当該被保険者期間と申立期間の被保険者期

間とは別の厚生年金保険被保険者台帳記号番号で管理されており、当時、請求

者からの申出が無い場合、別番号で管理されている被保険者期間を把握するこ

とは困難であったことから、不自然な請求であるとは言えず、申立人から聴取

しても、受給した記憶が無いという主張のほかに脱退手当金を受給していない

ことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

広島厚生年金 事案 2042 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

また、申立期間②については、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和７年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 昭和 48年８月 20日から同年９月 24日まで 

         ② 昭和 48年９月 24日から 58年８月 31日まで 

申立期間①について、私は、Ａ社に入社する時、入社日を分かり易くする

ために、昭和 48年８月 20日にした。しかし、厚生年金保険の加入記録は同

年９月 24日からとなっている。 

また、申立期間②について、私は、入社してから自宅を新築する昭和 50

年８月までは社宅に住んでいた。社宅の家賃は会社が払っており、新築後は、

給料とは別に住宅手当として５万円支給されていた。しかし、申立期間②の

標準報酬月額に住宅手当が含まれておらず納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、元事業主及びその妻並びに同僚の証言により、具体

的な期間は確認できないものの、申立人が申立事業所に勤務していたことは

推認できる。 

しかしながら、申立人の雇用保険の加入記録によると、資格取得日は昭和

48年９月 24日であり、厚生年金保険の記録と一致している。 

また、申立期間当時の事務担当者は、「ほとんどの者が入社と同時に厚生

年金保険に加入していたが、一部の者は、希望により１か月くらいしてから

加入していた。また、雇用保険と厚生年金保険は一緒に加入させていた。」

としているほか、同僚の一人は、「私は、入社して１か月か２か月後に厚生

年金保険に加入した。」と供述している。 

さらに、健康保険厚生年金保険被保険者原票及びオンライン記録では、申

立人の申立事業所における資格取得日は昭和 48年９月 24日となっており、

申立期間①に係る加入記録は無い上、申立事業所の当該期間に係る健康保険



  

番号に欠番は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間①に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

２ 申立期間②について、申立人は「入社してから退社するまでの住宅手当が

標準報酬月額に入っていない。」として、標準報酬月額の相違を申し立てて

いるが、元事業主及びその妻並びに事務担当者は、｢申立期間当時、住宅手

当は支給していなかった。｣としている。 

また、昭和 48年９月及び同年 10月、49年７月から 51年７月までの期間

及び 54年８月から 55年９月までの期間に係る申立人の標準報酬月額は、当

時の上限の標準報酬月額等級（33等級 13万 4,000円、35等級 20 万円及び

36等級 32万円）であることが確認できる上、申立人の資格取得時における

48 年９月の標準報酬月額は、上限の 13 万 4,000 円であるところ、同年 11

月に標準報酬月額上限の改定が行われた事に伴い、申立人の同年 11 月の標

準報酬月額は 18 万円とされたことから、申立人の資格取得時における給与

は、標準報酬月額 18万円に見合う金額が支給されていたものと推認できる。 

さらに、申立人の申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を

確認しても、申立人の標準報酬月額等の記載内容に不備は無く、オンライン

記録とも一致しており、遡って標準報酬月額の訂正が行われた形跡も無い。 

加えて、申立人は給与明細書等の関連資料を所持しておらず、申立事業所

も当時の賃金台帳等を既に廃棄しており、申立人が主張する標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料を給与から控除されていたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間②について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

広島厚生年金 事案 2043 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 33年 12月１日から 36年３月１日まで 

私が、昭和 33年 12月１日から 36年３月１日まで勤務したＡ社での厚生

年金保険被保険者期間について脱退手当金を受け取ったことになっている

が、私は脱退手当金を受給した覚えは全く無いので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚

生年金保険被保険者資格喪失日から約２か月後の昭和36年５月15日に支給決

定されているほか、申立事業所に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者

名簿には、脱退手当金の支給を意味する｢脱｣の表示が記されているなど、一連

の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立期間の前に脱退手当金が未請求となっている別の事業所の厚生年

金保険被保険者期間があるが、当該被保険者期間と申立期間の被保険者期間と

は別番号で管理されており、当時、請求者からの申出が無い場合、別番号で管

理されている被保険者期間を把握することは困難であったことを踏まえると、

不自然な請求であるとは言えない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

広島厚生年金 事案 2044                   

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 40年６月 11日から 44年 12月 23日まで 

オンライン記録によると、私が昭和 40年６月 11日から 44年 12 月 23日

まで勤務したＡ社に係る脱退手当金を受け取ったことになっているが、受け

取っていないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立人に係る健康保

険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金の支給を意味する「脱」表示が

記されている上、申立事業所における厚生年金保険の被保険者資格喪失日から

約３か月後の昭和 45年３月 20日に支給決定されているなど、一連の事務処理

に不自然さはうかがえない。 

また、申立期間前に脱退手当金が未請求となっている別の事業所の厚生年金

保険被保険者期間があるが、当該被保険者期間と申立期間の被保険者期間とは

別番号で管理されており、当時、請求者からの申出が無い場合、別番号で管理

されている被保険者期間を把握することは困難であったことを踏まえると、不

自然な請求であるとは言えない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに申立期間

の脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

広島厚生年金 事案 2045 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 34年２月１日から 39年２月 16日まで 

私がＡ社で勤務していた昭和 34年２月１日から 39年２月 16日までの厚

生年金保険被保険者期間について、脱退手当金を受け取ったことになって

いるが、私は脱退手当金を受給した覚えは無いので、記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る脱退手当金は法定支給額とおおむね一致しており、

申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約１か月後の昭和 39年

３月 25日に支給決定されている上、申立人の申立期間に係る厚生年金保険脱

退手当金支給報告書に記載されている被保険者期間、支給額及び支給年月日

はオンライン記録と一致しているとともに、当該報告書の備考欄に記載され

ている「＊」の番号は、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿の申立人の欄及び申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票に脱退手当

金支給を示す「脱支給済＊」の番号と一致しているなど、一連の事務処理に

不自然さはうかがえない。 

また、申立期間の前に脱退手当金が未請求となっている別の事業所の厚生

年金保険被保険者期間があるが、当該被保険者期間と申立期間の被保険者期

間の厚生年金保険被保険者記号番号は申立人の脱退手当金支給決定時点では

別番号で管理されており、当時、請求者からの申出が無い場合、別番号で管

理されている被保険者期間を把握することは困難であったことを踏まえると、

不自然な請求であるとは言えない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 


